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Ⅰ. はじめに 

 

現在の我が国では、少子高齢化と都市部への人口集中など

に起因して、地域における人口減少と経済縮小が深刻な社会

問題として顕在化している（高知県産業振興推進部, 2021）。
この状況に対処すべく、政府は 2014 年 9 月に「まち・ひと・

しごと創生法」を制定し、地方創生を推進課題として掲げ、以

後は中央と地方が一体となって取り組みを継続してきた（内

閣官房・内閣府, 2024）。これに伴い「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」が策定され、その基本目標の一つとして「稼ぐ地

域をつくるとともに、安心して働けるようにする」が明示さ

れた。かかる目標の達成を通じて地域経済の発展に寄与する

主要なプレイヤーとして、地域に根ざした中小企業を挙げる

ことができる（山田ほか, 2020）。地域の中小企業には、厳し

い環境変化を乗り越えつつ地域経済を支えるため、持続的競

争優位を確立し経済的価値を創出することが要請されている。 
シリコンバレーという顕著な事例が示すように、地域にお

ける富の創造を規定する要因の一つとして、テクノロジー・

アントレプレナーシップ 1)（technology entrepreneurship）
が位置づけられる（Venkataraman, 2004）。それは「専門家

と資産を組み合わせつつ技術を生産・導入するプロジェクト

を通じ、企業の価値を創造・獲得すること」と定義され

（Bailetti, 2012; Yigit & Kanbach, 2023）、新しい組織の創

設を伴う新規事業の追求という観点から、きわめて地域的な

現象であると解される（Gill & Larson, 2014; Lindholm 
Dahlstrand, 2007; Venkataraman, 2004）。さらに、技術の自

己推進的発展性（伊丹, 2012：215）に着目すれば、地域経済

の発展に対して大きな役割を果たし得る（Yigit & Kanbach, 
2023）。したがって、「専門家」としての地域のテクノロジー・

アントレプレナーが、「資産」としての地域・場所固有の資源

を活用しながら、いかにアントレプレナーシップ 2)を発揮す

るかを解明することは、地域発展の理解にとって重要な課題

である（Lindholm Dahlstrand, 2007; Venkataraman, 2004; 
Yigit & Kanbach, 2023）。 

新規ビジネス創造に結びつくアントレプレナーシップの源

泉として、アントレプレナー自身のアイデンティティを指摘

できる。アントレプレナーは、「現実の」製品・サービス・戦

略・運営システム・文化が成立する以前にアイデンティティ

を形成し（Navis & Glynn, 2011）、それを拠り所として新た

なビジネスを創出しようとする（Cardon et al., 2009; Hoang 
& Gimeno, 2010; Murnieks et al., 2014）。この場合のアイデ

ンティティとは、ファウンダー、新規事業、そして市場機会を

めぐる「who we are（我々は何者であるか）」と「what we do
（我々は何をするか）」に関する主張の集合体であり（Navis 
& Glynn, 2011）、その構築プロセス自体がアントレプレナー

シップであると解される（Duane Ireland & Webb, 2007）。
ゆえに、企業家的環境におけるアイデンティティ・ワーク 3)の

理解は、アントレプレナーの独創的思考の再生を可能にする

と論じられている（Navis & Glynn, 2011）。 
地域のテクノロジー・アントレプレナーにおけるアイデン

ティティ・ワークは、戦略ワークと分かちがたく連関する

（Ravasi et al., 2017, 2020）。この結合のもとで発揮される

アントレプレナーシップは、地域・場所に固有の有形・無形資

源 か ら 強 く 影 響 を 受 け る （ Gill & Larson, 2014; 
Venkataraman, 2004）。アントレプレナーはまず自己のアイ

デンティティを形成し、それに駆動されて戦略を創造し

（Navis & Glynn, 2011）、その実践を通じてアントレプレナ

ーシップを体現する（Cardon et al., 2009; Hoang & Gimeno, 
2010; Murnieks et al., 2014）。さらに、戦略の策定・実践と

しての戦略ワークは組織アイデンティティの形成を誘発し

（Ashforth & Mael, 1996; Oliver, 2015）、結果としてアイデ

ンティティと戦略は相互に作用する（佐藤, 2013; Ravasi et 
al., 2017, 2020）。しかし、戦略が未来志向であるのに対し、

アイデンティティは過去志向であるため（Sillince & Simpson, 
2010）、両者が必ずしも整合しない場合があり、ミスマッチの

生起が指摘されている（Ravasi & Phillips, 2011）。 
以上を踏まえ、本論文は「テクノロジー・アントレプレナー

は、地域や場所に固有の資源から影響を受けつつも、いかに
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アイデンティティ・ワークと戦略ワークを両立させ、自ら創

造したビジネスの競争優位を確立するのか」というリサーチ

クエスチョンを設定し、その答えとしての仮説を得る。その

検討のため、高知県土佐市を拠点とし、湿式不織布 4)としての

機能紙 5)の分野で持続的競争優位を確立している廣瀬製紙株

式会社（以下、廣瀬製紙）の事例研究 6)を詳述する。同社の創

業者・廣瀬晋二は、地域資源としての和紙技術と京都大学で

独自に開発された合成繊維技術を結合し、アントレプレナー

シップを発揮して新たな事業の創造、ひいては組織の競争優

位の確立に成功した。かかるテクノロジー・アントレプレナ

ーシップは、同社に持続的競争優位をもたらしたのみならず、

高知県で衰退局面にあった和紙産業に代わる機能紙産業の成

立を促す契機となった 7)。以下では、当該事例を用いて、地

域・場所に固有の資源を活用しつつアイデンティティ・ワー

クと戦略ワークを両立させるプロセスとメカニズムを明らか

にし、見過ごされてきた課題に対する仮説を提示してアント

レプレナーシップの研究領域への貢献を目指す。 
本論文の構成は次のとおりである。まず、次節でテクノロ

ジー・アントレプレナーシップおよびアイデンティティ・ワ

ークと戦略ワークの両立に関する先行研究を検討する。続い

て第Ⅲ節で研究方法を述べ、第Ⅳ節で事例分析の枠組みとし

ての企業家的自我論を概説する。第Ⅴ節で廣瀬晋二と廣瀬製

紙の事例を紹介し、第Ⅵ節で高知県の土佐和紙にかかわる地

域資源と京都大学発の合成繊維にかかわる技術的資源を説明

する。さらに第Ⅶ節で企業家的自我論を用いた事例分析の結

果を提示し、第Ⅷ節でそれに基づき廣瀬晋二のテクノロジー・

アントレプレナーシップについて考察する。最後に本研究の

成果を総括する。 
 

Ⅱ. 先行研究の検討 

 

1．テクノロジー・アントレプレナーシップ 
テクノロジー・アントレプレナーシップとは、①エンジニ

アや科学者による小規模ビジネスの運営、②特定技術に関す

る問題や応用の発見、③科学技術知識に依存した新規ベンチ

ャーの立ち上げ、④新しい応用の導入と機会の活用、⑤他者

と協働した技術変化の創出などに関わる企業家的行動を総称

する（Bailetti, 2012）。Bailetti（2012）は文献レビューを踏

まえ、同概念を次のように再定義している。 
 

テクノロジー・アントレプレナーシップとは、企業の価

値を創造し、獲得することを目的として、科学技術知識の

進歩に複雑に関連する専門的な個人と異質な資産を集め、

配置するプロジェクトへの投資である。（中略）専門家と資

産を組み合わせて技術を生産・導入するプロジェクトを通

じて、企業の価値を創造・獲得することである。（中略）特

定のテクノロジーの問題や応用を探求し、新しい事業を立

ち上げ、新しい応用を導入し、科学的・技術的知識に依存

する機会を利用するプロジェクトを含む可能性がある。 

こうした考え方は、科学技術の変化に応じて、技術に関わ

る専門家と、技術を含む異質な資産の新しい組み合わせを、

技術開発、技術ベースの製品開発および生産などの新しいプ

ロジェクトへ投入することに注目して、従来のアントレプレ

ナーシップを深化させる枠組みとして導入された（Bailetti, 
2012）。 

そうしたテクノロジー・アントレプレナーシップは、「個人」

「組織」「システム」など複数のレベルで分析可能である

（Kilintzis et al., 2023; Mosey et al., 2016）。そのうちシス

テムレベルの分析では、新規価値創造に不可欠な異なるプレ

イヤー間の資源交換に焦点を当てる必要がある（Phan & Foo, 
2004）。ここでシステムとは、アントレプレナー個人、アント

レプレナーが創設した組織、そのステークホルダー、外部環

境や外部資源などを構成要素とする「全体」を意味する。 
Venkataraman（2004）は、とりわけ地域の無形資産が資

源交換の対象として重要であることを強調した。すなわち、

テクノロジー・アントレプレナーシップが地域変革に影響を

及ぼす際には、①新しいアイデアを生み出す焦点、②新しい

役割モデル、③アントレプレナーシップの非公式なフォーラ

ム、④地域固有のアイデアの源泉、⑤セーフティ・ネット、⑥

大市場へのゲートウェイ、⑦エグゼクティブ・リーダーシッ

プといった地域資源が重要な機能を担うことを指摘した。 
また Gill and Larson（2014）は、地域の地形、物質的資源、

宗教的あるいは文化的歴史がハイテク企業家のアイデンティ

ティ・ワークに影響を及ぼし、形成されたアイデンティティ

がその後の企業家活動に影響を与えるとした。これを

Venkataraman（2004）の議論に照らせば、地域のテクノロ

ジー・アントレプレナーのアイデンティティは新規アイデア

を生み出す焦点として作用し得るため、無形資産の一つと位

置づけられる。 
以上を踏まえると、テクノロジー・アントレプレナーシッ

プは、個人・組織に加えてシステムの各レベルで異質な要素

を活用するマルチレベルの枠組みに反映されており、テクノ

ロジーチャネルを通じた価値創造を第一義的目標とする

（Kilintzis et al., 2023）。このとき、個人は「ミクロ」レベル

に位置づけられ、その属性・特性・能力が促進要因となる。組

織は「メゾ」レベルに位置づけられ、組織のマネジメントやパ

フォーマンスが推進要因となる。そしてシステムは「マクロ」

レベルとしての外部環境や地域資源からの影響を受ける。こ

のように、マルチレベルの枠組みにおいてテクノロジー・ア

ントレプレナーシップは各レベルの相互作用のもとで動態的

に発展していく。 
これまでの研究では、個人の技術的能力（Gupta et al., 

2009; Pathak et al., 2013）、組織の技術活用能力（Garcia-
Morales et al., 2014; Real et al., 2006）、外部環境からの影響

（Venkataraman, 2004; Lindholm Dahlstrand, 2007; Liu et 
al., 2024）といった各レベルでの個別的議論が展開されてき

た。しかし、アントレプレナー個人が外部環境や地域資源か

ら影響を受けつつ、新組織の創設や持続的競争優位の確立に



 
2025 年 12 月 石谷：テクノロジー・アントレプレナーシップとしてのアイデンティティ・ワークと戦略ワークの両立 

 

- 3 - 
 

至るレベル横断的プロセスやダイナミクスについては、十分

に検討されてこなかった。 
 

2．アントレプレナーのアイデンティティ・ワークと戦略ワ

ークの両立 
近年の研究では、戦略とアイデンティティは現実において

同時に検討される傾向にあり、両者は密接に関係していると

考えられている（Ravasi et al., 2017, 2020）。それは、戦略が

市場での地位を確立するために「何をするか」を定める一方、

アイデンティティは「我々は何者であるか」を主張するもの

であり、この「何をするか」と「誰であるか」は表裏一体の関

係にあるからである（Ravasi et al., 2017, 2020）。さらに

Ashforth and Mael（1996）が指摘するように、組織は戦略を

通じて価値あるアイデンティティを具現化し表現すると同時

に、戦略やそれが喚起する反応を通じてアイデンティティを

推論・修正・肯定することができる。このことから、戦略とア

イデンティティは絡み合っていると理解される。しかし、戦

略は本来未来志向であるのに対し、アイデンティティは過去

志向であるため（Sillince & Simpson, 2010）、両者をいかに

調整・両立させるかというマネジメントには依然として研究

の余地が残されている。実際、戦略ワークとアイデンティテ

ィ・ワークを結びつけて扱った研究はきわめて少ないとされ

ている（Ravasi et al., 2017, 2020）。 
これまでの研究は、アントレプレナーのアイデンティティ

がその行動や成果と強く関連し、新しいビジネスの創出を促

すことを示している（Cardon et al., 2009; Duane Ireland & 
Webb, 2007; Farmer et al., 2011; Hoang & Gimeno, 2010; 
Murnieks et al., 2014）。このアイデンティティには、ファウ

ンダーとしての自己を表す「who we are（我々は何者である

か）」と、新しいベンチャーを規定する「what we do（我々は

何をするか）」の二側面がある（Navis & Glynn, 2011）。これ

らはアントレプレナーの情熱を高め、自己制御を通じて目標

追求と企業家的行動の連鎖を誘発する（Cardon et al., 2009）。
また、潜在的役割を実際のものに変えるまでゴール指向行動

を導き（Hoang & Gimeno, 2010）、継続的に企業家的活動を

促進する（Farmer et al., 2011）。その結果、アントレプレナ

ーは新規ビジネスの創出に取り組むだけでなく（Duane 
Ireland & Webb, 2007）、自身のアイデンティティを新たに創

設した組織に刻印しようとする（Fauchart & Gruber, 2011）。 
この過程において、アントレプレナーが自らのアイデンテ

ィティを組織に反映させることで（Fauchart & Gruber, 
2011）、組織アイデンティティが形成される場合がある（Gioia 
et al., 2013）。この場合の組織アイデンティティとは、「Who 
are we?（我々はどのような存在であるか）」「What kind of 
business are we in?（我々はどのようなビジネスを行ってい

るか）」「What do we want to be?（我々は何になりたいか）」

という問いに対する組織的に共有された主張を意味する

（Albert & Whetten, 1985；佐藤, 2013）。それは、組織を特

徴付ける重要で本質的な基準としての宣言性（claimed 

central character）、他の組織と区別できる比較可能な特徴と

しての識別性（claimed distinctiveness）、時が経つにつれて

変化し得るものの連続的な特徴としての時間的連続性

（ claimed temporal continuity）といった属性を有する

（Albert & Whetten, 1985；山城, 2015）。 
こうした組織アイデンティティは、アントレプレナーが自

己のアイデンティティに駆動され（Duane Ireland & Webb, 
2007）、市場における組織の地位を築くべく戦略を策定し

（Ravasi et al., 2017, 2020）、それを遂行する過程から形成

される（Ashforth & Mael, 1996）。この際、アントレプレナ

ーのアイデンティティの「我々は何者であるか」は組織アイ

デンティティの「我々はどのような存在であるか」「我々は何

になりたいか」へと発展し、同様に「我々は何をするか」は

「我々はどのようなビジネスを行っているか」へと展開する

ことで、両者が相互に強化される（石谷, 2020a）。結果として、

アントレプレナーのアイデンティティ形成→戦略の策定・遂

行→組織アイデンティティの形成へと連鎖するプロセスを通

じ、アイデンティティ・ワークと戦略ワークは両立するに至

る。 
石谷（2018, 2019, 2020a, 2020b, 2021, 2023）は、高知県

に拠点を置くニッチトップ企業―中澤氏家薬業株式会社、山

本貴金属地金株式会社（現 YAMAKIN 株式会社）、株式会社

技研製作所、井上石灰工業株式会社―の事例研究を通じ、アイ

デンティティ・ワークと戦略ワークの両立プロセスを実証的

に明らかにした。しかし、これらの研究はいずれも、アントレ

プレナー個人のミクロレベルや、その創設組織のメゾレベル

の分析にとどまり、外部環境や地域固有の技術的資源といっ

たマクロレベルの分析にまで踏み込んでいなかった。また、

ミクロ・メゾ・マクロといった異なるレベル間の相互作用や

ダイナミクスも十分に検討されていなかった。そこで本論文

では、テクノロジー・アントレプレナーシップの視座から、ア

ントレプレナーに影響を及ぼす外部環境 8)として「人々の集

団としての社会」や「地域固有の資源」をマクロレベルの観点

から扱うとともに、個人・組織・外部のマルチレベル構造およ

びそれらの相互作用を考慮しつつ、アイデンティティ・ワー

クと戦略ワークの両立プロセスとメカニズムを解明する。 

 

Ⅲ. 研究方法 

 

本研究は、冒頭で提示したリサーチクエスチョンに対応す

る仮説を導出し、「テクノロジー・アントレプレナーシップ」

および「戦略とアイデンティティの結びつき」に関する研究

領域へ貢献することを目的とする。そのために、アントレプ

レナーが地域や場所に固有の資源を活用しつつ、ミクロ（個

人）、メゾ（組織）、マクロ（外部環境）の三つのレベルでテク

ノロジー・アントレプレナーシップを発揮する過程に焦点を

当て、現実の企業を対象とした調査を実施した。さらに、石谷

（2019）の企業家的自我論（entrepreneurial self theory）（第

Ⅳ節参照）を理論枠組みとして導入し、調査によって得られ
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た事例を分析した。分析に際しては、企業家個人、企業家が創

設した組織、企業家を取り巻く外部環境の関係性をマルチレ

ベルで検討し、リサーチクエスチョンに対する仮説を帰納的

に導出する方法を採用した。 
本研究では、高知県に本社と製造拠点を有し、湿式不織布

のパイオニア的存在であり同市場で持続的競争優位を確立し

ている廣瀬製紙および創業者の廣瀬晋二の事例 9)を、Yin
（1994）のいう「極端なあるいはユニークな事例」10)とみな

し、単一事例研究を実施した。その理由は、廣瀬晋二が若くし

て高知県の主要産業であった土佐和紙の伝統技術を承継して

いただけでなく、それを活用して、日本国内の合成繊維研究

のメッカであった京都大学における合成繊維紙開発プロジェ

クトへ参加の際に世界初の「ビニロン繊維 100%の合成繊維

紙（以下、100%ビニロン紙）」11)の抄造に成功した極めてユニ

ークなテクノロジー・アントレプレナーであった点にある。

彼はこのようにして地域固有の資源に影響を受けつつ企業家

的アイデンティティを形成し、それを基盤に日本初の湿式不

織布メーカーとして廣瀬製紙を設立した。さらに 100%ビニ

ロン紙をアルカリマンガン乾電池のセパレータ 12)に応用する

ことで当該分野における競争優位を確立し、ニッチトップを

達成した。したがって本事例は、廣瀬晋二という個人（ミク

ロ）、廣瀬製紙という組織（メゾ）、高知県の和紙技術と京都大

学の合成繊維技術の結合（マクロ）のいずれも、その内容がユ

ニークかつ極端なものであり、それらの間に際立った関係性

のある顕著な事例であるということができる。 
調査に際しては、インタビューデータを含む一次資料と、

多様な二次資料を収集して活用した。廣瀬晋二はすでに逝去

しているため、配偶者、経営者、役員に対してインタビューを

実施し、あわせて廣瀬晋二の手記や社内資料を収集した。各

インタビューは、予め設定されたテーマと大まかな質問項目

に基づきつつも、具体的な質問や説明を相手に応じて柔軟に

調整する非構造化スタイルで実施した（須田, 2019：63）（表

1 参照）。また二次資料として、同社の公式サイト（廣瀬製紙, 
2025）、社史（廣瀬製紙, 2014）、新聞・雑誌・業界紙の記事、

さらには関係者による学術論文を収集して分析に用いた。 
こうして得られた定性データを基に、廣瀬晋二に影響を及

ぼした外部環境や資源、彼の企業家的アイデンティティの形

成、廣瀬製紙の創業、競争戦略の策定と実践、組織アイデンテ

ィティの形成過程を記述した。そのうえで、企業家的自我論

（石谷, 2019）を適用してマルチレベル分析を行い、廣瀬晋二

によるアイデンティティ・ワークと戦略ワークの両立が、技

術・製品開発さらには市場での競争優位に結びつく因果プロ

セスを導出した。企業家的自我論とは、「アントレプレナーが、

自身を取り巻く社会（自ら創設した組織を含む）との相互作

用を通じて、アイデンティティ・ワークと戦略ワークを両立

させるプロセス」を分析するための理論枠組みである。本研

究ではこれを分析枠組みとして用い、廣瀬晋二と廣瀬製紙の

事例を精緻に検討した。以下において、第Ⅳ節で企業家的自

我論を概説し、第Ⅶ節でそれに基づく事例分析の結果を詳細

に示す。 

表 1. インタビュー・聞き取り調査の概要 

日 時 場 所 対象者（デー

タソース） 
役職／関係性

（当時） 
2018 年 
10 月 4 日 

廣瀬製紙本社、本工

場、エクセニア工場 山﨑健輔（A） 取締役、品質

保証 GM 
2018 年 
11 月 19 日 

廣瀬製紙本社／本工

場 岡田勝利（B） 代表取締役 
会長 

2019 年 
4 月 12 日 故廣瀬晋二の自宅 廣瀬壽賀（C） 配偶者 

2019 年 
4 月 19 日 いの町紙の博物館 見学担当者

（D） 学芸員 

2019 年 
4 月 25 日 高岡丑製紙研究所 高岡幸一郎

（E） 代表取締役 

（注）それぞれの調査で得たデータに識別記号 A〜E を割り当

て、本文での参照を可能とした。 

（出典：筆者作成） 

 
Ⅳ. 事例分析の枠組み：企業家的自我論 

 

石谷（2019）は、Mead（1922, 1934）の社会的自我論（social 
self theory）を発展させた船津（2000）の解釈に基づき、図 1
に示す構造を有する企業家的自我論を導出した。そしてこれ

を、アントレプレナーが社会に属する他者とのコミュニケー

ションを通じて「アイデンティティの形成」と「（製品）戦略

の創造および実践」とを結びつける行動モデルとして提示し

た 13)。さらに、この枠組みはテクノロジー・アントレプレナ

ー個人（ミクロ）、アントレプレナーが関与する組織（メゾ）、

地域や場所（技術的資源を含む）および社会的集団（マクロ）

の関係性をマルチレベルで分析するための有効な理論装置と

なりうる。なぜなら、Mead（1922, 1934）は「対象」という

概念を基本的支柱に据え、人間は多様な対象から構成される

環境に生き、その活動がそれらの対象をめぐって形成される

とみなしたからである 14)（Blumer, 1969=1991：87）。 
石谷（2019）は、Mead（1934）に依拠し、アントレプレナ

ーの自己（entrepreneurial self）（図 1 の(1)）は「企業家的

客我（entrepreneurial “me”）＝企業家的アイデンティティ」

と「企業家的主我（entrepreneurial “I”）」の二側面から成る

とした。ここで、客我（me）とは他者の反応を取り入れる自

我（self のことであり自己ともいう）の側面であり、主我（I）
とは客我（me）に反応する自我の側面である（船津, 2000：
48）。社会的自我論においては、自我は社会に先行するもので

はなく、同一の社会集団に属する他者（以下、同一社会の他

者）とのコミュニケーションから形成されるとされる（船津, 
2000：44-45）。この場合、客我（me）は対象化された自己す

なわちアイデンティティを意味し（船津, 2000：52）、主我（I）
は行為の過程としての自己を意味する。そして主我（I）は、

客我（me）に対し創造的・変革的な主体となりうる（片桐, 
2011：68）。 
石谷（2019）は、また、Mead（1922）に基づき、アントレ

プレナーは社会に属する他者（図 1 の(3)）と自己の間で、外

的および内的の二重のコミュニケーション（図 1 の a〜c）を

行うとした。この場合の外的コミュニケーションとは、他者 
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図 1. 企業家的自我論の概念図 

（出典：石谷（2019）の図 2） 

 
と自己の相互作用であり、内的コミュニケーションとは自己

内部における内面的対話である（船津, 2000：45）。外的コミ

ュニケーションにおいては、社会に属する他者の期待や態度

といった反応が、企業家的客我であるアントレプレナーのア

イデンティティへと投影される（図 1 の a）。一方、内的コミ

ュニケーションにおいては、企業家的客我としてのアントレ

プレナーのアイデンティティに対して企業家的主我が応答し

（図 1 の b）、それはシングル・ループ学習と同時にダブル・

ループ学習でもある 15)（Argyris, 1976）。そのうちダブル・ル

ープ学習においては、企業家的客我としてのアイデンティテ

ィが変更・修正・強化・再構築され、すなわちアイデンティテ

ィ・ワークが遂行されることがある。 
さらに石谷（2019）は、Mead（1922）の議論に依拠し、ア

ントレプレナーと他者のコミュニケーションは「意味のある

シンボル（significant symbol）」によって媒介されると論じ

た。そして、その意味のあるシンボルとして「製品設計と製品

アーキテクチャ」16)を位置づけた（図 1 の(2)）。これは、製造

企業における製品販売は本質的に製品設計情報というメッセ

ージの「発信」に他ならないとする藤本（2003）の主張を踏

まえたものである。もともとの社会的自我論において「意味

のあるシンボル」とは、他者と自己に同一の反応を喚起し得

る「言葉（主に音声）」や「ジェスチャ（視線や身体的態度を

含む）」を指す（船津, 2000：45）。この場合、意味のあるシン

ボルを媒介としたコミュニケーションは、送り手と受け手の

双方において同一の理解を成立させるため、外的および内的

の二重のコミュニケーションを生み出す（船津, 2000：45）。
石谷（2019）は、藤本の主張を社会的自我論に取り込み、テ

クノロジー・アントレプレナーは製品設計と製品アーキテク

チャを媒介として同一社会の他者と二重のコミュニケーショ

ンを行いながら新製品を開発するとした。そして、その過程

が組織的に実践される場合には、製品開発を基盤とする戦略

ワークが遂行されるとみなした。 
企業家的自我論においては、アントレプレナーが製品設計

や製品アーキテクチャを介したコミュニケーションを通じて

社会に働きかけると（図 1 の c）、社会に属する他者は新たな

態度や期待をもって応答する（図 1 の a）。この新しい反応は

再び製品設計および製品アーキテクチャを通じた外的コミュ

ニケーションとしてアントレプレナーに返され、企業家的客

我すなわちアイデンティティに投影される（図 1 の a）。それ

はさらに企業家的主我による応答を誘発し（図 1 の b）、アン

トレプレナーに新製品開発への主体的な取り組みを促す（図

1 の c）。これは、テクノロジー・アントレプレナーが常に製

品設計や製品アーキテクチャを前提としつつ、地域社会や市

場における課題解決を志向するからである（石谷, 2019）。し

たがって、製品設計や製品アーキテクチャを媒介とする二重

のコミュニケーションを通じて、テクノロジー・アントレプ

レナーと社会は相互に影響を及ぼし合う。 
石谷（2019）は、製品設計と製品アーキテクチャを介した

二重のコミュニケーションに基づいて製品開発が進展する場

合、企業家的客我に対して企業家的主我が応答し（図 1 の b）、
シングル・ループ学習を通じて内省的思考が促されるとした。

そしてそれが新たな製品開発への取り組みを再度誘発し（図

1 の c）、アントレプレナーの自己は社会的活動を通じた循環

的プロセスの中で発展していく。この循環的形成により、ア

ントレプレナーシップが反復的に発揮されると、過去の経験

や内省に基づく「新たな内省」が内的コミュニケーションに

おいて喚起される（石谷, 2019）。それがダブル・ループ学習

にまで及ぶと、既存の自己のあり方の見直しや修正を伴う再

構成が行われ、創発的内省性（emergent reflexivity）が発揮

される（船津, 2000）。こうした創発的内省性は、アントレプ

レナーのアイデンティティの強化や発展、ひいては組織アイ

デンティティの形成、すなわちアイデンティティ・ワークへ

とつながる。したがって、企業家的自我のシングル／ダブル・

ループ学習を含む循環プロセスが、アントレプレナーにおけ

る戦略ワークとアイデンティティ・ワークの両立を促進する。 
石谷（2019）によれば、アントレプレナーの自己における

循環的ダイナミクスがもたらす創発的内省性は、製品開発活

動におけるブレークスルーを導く。一般に製品開発活動は不

確実性を伴う困難に直面するため、アントレプレナーの自己

には、自らの行為や意思決定の合理性や根拠を常に問い直す

「再帰性（reflexivity）」が生成される（中原, 2012）。企業家

的自我の循環的形成に基づく反復的な内省とそれが誘発する

創発的内省性は、自己に生ずる再帰性に基づいて問題解決を

可能にし、困難を克服する契機となる（石谷, 2019）。その結

果、アントレプレナーは技術的困難を伴う製品開発において

ブレークスルーを達成する。そして、こうしたブレークスル

ーを経て開発された製品は、組織が市場において地位を確立

し、他社製品に対する競争優位を獲得する源泉となる。 
以上の議論から、石谷（2019）の企業家的自我論を用いて

テクノロジー・アントレプレナーシップのダイナミクスを分

析することで、外部環境としての社会を前提にアントレプレ

ナーがいかにアイデンティティ・ワークと戦略ワークを両立

させるかを多角的に検討することが可能となる。以下では、

この企業家的自我論をフレームワークとして用い、廣瀬製紙

と創業者・廣瀬晋二の事例を分析することで、テクノロジー・

アントレプレナーシップのマルチレベル分析を試みる。その

際、アントレプレナーに先行して存在する社会（図 1 の(3)）
を、地域や場所に属する人々のみならず、地域や場所に固有

の資源をも含む「対象」として捉えることにより、マクロレベ

（３）同一社会
の他者

（従業員、
買い手、

競争相手、
売り手、
など）

（１）企業家的
自己

企業家的客我
（アイデンティティ）

企業家的主我

（２）製品設計

および製品アーキ

テクチャ
（インテグラル型

または
モジュラー型）

外的コミュニケーション

内
的
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

a

b c

製品設計と製品
アーキテクチャ
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ルの分析を効果的に実施する。そして、上述したアントレプ

レナーの自己の循環的ダイナミクスを検討することで、ミク

ロ・メゾ・マクロの異なるレベルを横断する包括的分析を行

う。 

 

Ⅴ. 廣瀬晋二と廣瀬製紙の事例 

 

1．廣瀬晋二のアントレプレナーシップ 
高知県高岡町に生まれた廣瀬晋二（1925 年 1 月 10 日生）

は、後に廣瀬製紙株式会社を創業し、日本の湿式不織布産業

の先駆的発展を導いたテクノロジー・アントレプレナーであ

る（廣瀬製紙, 2014）。廣瀬は、1941 年に高知市立高知商業学

校を卒業後、入交産業株式会社に勤務したが、戦時下の兵役

を経て、1945 年 10 月に家業である和紙の手漉きを承継した

（高知新聞, 1992）。当時、実家の工房では四つの漉き船を用

いて数名の職人が障子紙、傘紙、温床紙などの製造に従事し

ており、廣瀬は伝統的な製紙技術を若くして体得した（廣瀬

製紙, 2014：52）。 
しかし、廣瀬はこうした伝統的和紙製造の枠に安住するこ

となく、新素材への関心を早くから示した。新聞報道を通じ

て京都大学の櫻田一郎らが発明した合成繊維ビニロンの存在

を知ると、その可能性に強く惹かれた（表 1 の C）。1952 年

には、高知市の三翠園で開催された京都大学の稲垣寛による

合成繊維を原料とする紙に関する講演会に参加し、合成繊維

紙の構想を抱くに至った（表 1 の C；廣瀬製紙, 2025）。この

経験が転機となり（廣瀬製紙, 2014：26）、翌年、京都大学高

分子化学研究室に研究生として入所し、本格的な合成繊維紙

の研究を開始した（廣瀬製紙, 2014：16）。 
同研究室は櫻田の弟子である岡村誠三が主宰し、稲垣らが

ビニロン繊維の用途拡大を目的に 100%ビニロン紙の開発を

進めていた（廣瀬製紙, 2014：4）。廣瀬は科学者ではなく職人

としての出自を持ちながらも、約 2 年半の在籍期間を通して

高分子化学を基礎から学び、実験的研究に没頭した（廣瀬製

紙, 2014：16）。その成果として、ポリビニルアルコール（PVA）

繊維をバインダーとして利用し、さらに和紙製造に用いられ

る天然粘剤（ネリ）を併用することで、世界で初めて 100%ビ

ニロン紙の抄造に成功した（廣瀬製紙, 2014：14；岡村ほか, 
2009a；岡村ほか, 2009b）。この発明は、ビニロン繊維を紙素

材として実用化した革新的成果として高く評価された（廣瀬

製紙, 2014：18–19）。 
1956 年に京都から高知へ帰郷した廣瀬は、研究成果を事業

化すべく 1958 年 3 月に廣瀬製紙株式会社を設立した（廣瀬

製紙, 2014：26–27）。翌月からは小松茂彦（後の三代目社長）

とともに自社抄紙機（図 2 参照）の開発を開始し、100%ビニ

ロン紙の湿式抄造と量産化に成功した（表 1 の C）。しかし、

当時は用途が確立されておらず（表 1 の B と C）、同社は障子

紙やちり紙、建築資材用タイロン紙などの和紙製品を製造し

ながら 10 年以上にわたり事業存続を模索することとなった

（廣瀬製紙, 2014：29）。 
その後、廣瀬は京都大学関係者の紹介により三晶株式会社 

図 2. 廣瀬製紙の本工場で現在も稼働している第一号機 

（出典：廣瀬製紙提供） 

 

（以下、三晶）との連携を開始し、製品用途開拓に着手した

（表 1 の A）。三晶は 100%ビニロン紙製品を「パピロン」と

命名して商標登録するとともに、ノンスメル自動充填機用包

材（廣瀬製紙, 2014：24）やアルカリマンガン乾電池セパレー

タ（廣瀬製紙, 2014：20）などへの応用を実現した。廣瀬はこ

の過程において、研究成果を事業化へと導くテクノロジー・

アントレプレナーとしての能力を発揮し、三晶と協働して市

場創出型の技術開発を推進した（表 1 の C）。 
1980 年代に入ると、廣瀬は経営資源を工業用途の機能紙に

集中させる戦略を採用した（廣瀬製紙, 2014：29）。この戦略

転換により、ポリエステル、ポリオレフィン、ポリフェニレン

サルファイド（PPS）など、多様な合成繊維紙の抄造技術が蓄

積され、商社等との連携によって新たな用途市場の開拓が進

んだ（廣瀬製紙, 2014：20）。結果として、廣瀬製紙の製品群

は工業用機能紙にとどまらず、医療用、衛生用、建材用、農業

土木用、台所用品向けなど多分野に拡大した（表 1 の A）。 
このように、廣瀬晋二のアントレプレナーシップは、単な

る創業期の企業家活動にとどまらず、同社の技術志向と市場

志向を両立させる企業文化として定着し、世代を超えて継承

されている（表 1 の A〜C）。すなわち、廣瀬が築いた「技術

を社会価値へ転換する知の体系」は、今日に至るまで廣瀬製

紙の持続的競争優位の中核を形成している。 
 

2．廣瀬製紙の産業用湿式不織布事業 
廣瀬製紙株式会社は、高知県に本社および主要工場を有す

る中堅製造企業であり、資本金 2,000 万円、従業員 164 名（グ

ループ全体、2025 年 6 月 2 日時点）、売上高 42 億円（2025
年 2 月期）という経営規模を有する（廣瀬製紙, 2025）。同社

の主力事業は、機能性繊維を素材とした産業用湿式不織布の

製造・加工・販売である。その生産体制は高知県土佐市の本社

工場を中心に、エクセニア工場およびフロンティア工場を擁

し（表 1 の A）、さらに高岡郡日高村に設立されたナノシア工

場によって多拠点化が進められている（廣瀬製紙, 2025）。こ

のほか、不織布の加工を専門的に担う関連会社テクノヒロセ
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株式会社を有し（表 1 の A）、抄紙から加工に至る工程をグル

ープ内で一貫的に完結させる生産体制を整えている。中でも

2021 年に稼働したナノシア工場は、ナノファイバー不織布製

マスクフィルターの専用製造拠点として建設された最新鋭設

備であり 17)、同社が追求する技術革新の方向性を象徴してい

る（高知新聞, 2021）。 
製品展開において、廣瀬製紙は合成繊維のみならず、天然

繊維・ガラス繊維・金属繊維といった多様な素材を取り扱っ

ている。これらを用いた製品は、電池用セパレータ、両面テー

プ、濾過フィルター、エアコンフィルター、ガラスペーパー、

緑化用排水シート、蒔種シート、経皮吸収薬、マスク、コーヒ

ーフィルター、ドリップシート、ティーバッグなど、極めて多

岐にわたる（廣瀬製紙, 2025）。このような用途多様化への対

応を可能にしているのは、同社が長年にわたり独自の抄紙技

術を開発してきたことによる（表 1 の B）。特に、多品種小ロ

ット生産に対応可能な自動抄紙技術を中核とし、熱処理・薬

品添加などの加工工程、顧客仕様に応じたスリット加工、さ

らに坪量・厚さ・強度を厳密に管理する検反技術を確立して

おり（表 1 の A）、柔軟かつ精密な製造対応を実現している。 
こうした技術基盤を背景として、同社はアルカリマンガン

乾電池用セパレータ市場において長年にわたり国内シェア約

60%、海外シェア約 30%を維持している（表 1 の A と B）。

売上全体に占める海外比率は 60%を超え、廣瀬製紙はグロー

バル市場における存在感を確立している（廣瀬製紙, 2025）。
さらに、液体処理向け濾過フィルターとしての「MF／UF 膜

支持体」分野では世界シェア約 70%を占め、経済産業省から

グローバルニッチトップ企業として認定された（経済産業省, 
2020：84）。このような成果は、創業期から脈々と受け継がれ

てきた技術志向の企業文化が結実したものであり、2008 年に

は「明日の日本を支える元気なモノ作り中小企業 300 社」お

よび「四国産業技術賞 産業振興貢献賞」、2009 年には「もの

づくり日本大賞 経済産業大臣賞」、2013 年には「ニッポン新

事業創出大賞 経済産業大臣賞最優秀賞」、2018 年には「平成

29 年度第 32 回高知県地場産業賞」など、多数の公的表彰に

よってその革新力が高く評価されている（廣瀬製紙, 2025）。 
事業拡張の一環として、同社は 2014 年 3 月に約 20 億円を

投じて新たな生産拠点を竣工した（日本経済新聞, 2014）。本

社から約 400 メートルの位置に建設されたこの新工場は、地

上 3 階建て・延床面積 2,800 平方メートル、月産 140 トンの

生産能力を備える（表1のA）。この工場は、「Excellent Pioneer
工場」を理念とし、創業者の開拓者精神を象徴する意味を込

めて「エクセニア工場」と命名された（廣瀬製紙, 2014：2）。
その最大の特徴は、従来別々の工場で行われていた抄紙・加

工・検反・出荷といった工程を一元的に統合し、品質管理と生

産効率を同時に高めた点にある（表 1 の A）。この統合型生産

システムの確立は、世界で初めて 100%ビニロン紙を湿式で

量産化した創業者・廣瀬晋二のアントレプレナーシップを継

承する実践であり、創業以来の技術革新の精神が今日におい

ても同社の企業活動を根底から支えていることを示している

（表 1 の A）。 

Ⅵ. 廣瀬晋二のアントレプレナーシップに影響した地域・

場所固有の資源 

 

廣瀬晋二が出生した高知県高岡町は、土佐和紙の伝統を受

け継ぐ手漉きが盛んな地域であった（表 1 の D と E）。廣瀬

晋二は、復員後に家業である和紙の手漉きを承継したことか

ら、土佐発祥の和紙技術の影響を強く受けたと評価できる（表

1 の C）。さらに、彼は習得した土佐和紙の技術を活用し、京

都大学高分子化学研究室において稲垣寛に協力する形で

100%ビニロン紙の抄造に成功した（第Ⅴ節第 1 項参照）。そ

の後、高知県土佐市において 100%ビニロン紙を製造販売す

る廣瀬製紙を設立した（表 1 の A〜C）。したがって、廣瀬晋

二は、高知県に根差した土佐和紙技術のみならず、京都大学

に由来する合成繊維技術の影響を強く受けたといえる（表 1
の C）。以下では、廣瀬晋二に大きな影響を及ぼしたこれら二

つの場所に関わる技術的資源について説明する。 
 
1．土佐和紙にまつわる地域資源 
高知県における紙産業の発展は、豊かな自然環境と長い製

紙文化の積層の上に築かれてきた。県土の約 8 割を森林が占

め、年間降水量が 3,000 ミリを超える高温多湿の気候は、紙

漉きに不可欠な原料と水資源の双方を提供してきた（小林, 
1988：80）。楮（こうぞ）や雁皮（がんぴ）といった和紙原料、

粘剤として用いられる黄蜀葵（とろろあおい）などが地域に

自生し、質の高い紙生産を可能にしていた（表 1 の D）。こう

した自然的条件のもと、土佐は 927 年の延喜式においてすで

に「紙の奉納国」として記録され、当時から和紙生産の主要拠

点であったことが確認されている（廣瀬製紙, 2014：51）。 
この地域的優位を背景に、土佐では 1591 年に安芸三郎左衛

門家友らが「土佐七色紙」を創製し、1601 年には山内一豊が

幕府への献上を行って「土佐御用紙制度」が成立するなど、早

くから製紙技術と美術的価値を兼ね備えた紙づくりの伝統が

形成されていた（表 1 の D）。この流れを近代において承継・

発展させたのが、伊野村（現・いの町）の吉井源太である。

1826 年に生まれた吉井は、1860 年に大型簀桁（8 枚取漉桁）

を考案し、紙の生産性を飛躍的に向上させた（小畑, 2011：6）。
また、薄葉大半紙、大幅典具帖紙（てんぐじょうし）、郵便半

切り紙、防寒紙、萱製水墨紙、コッピー紙など 28 種類の紙を

開発した（表 1 の D）。その中でも極薄で強靭な典具帖紙は、

明治から昭和中期にかけてタイプライター用ステンシルペー

パーとして欧米にまで輸出された（表 1 の D）。加えて、三椏

（みつまた）の栽培を土佐で初めて導入したことも、地域資

源利用の革新として特筆される（表 1 の D）。 
吉井は、改良した紙漉き技術を地域内外に惜しみなく伝授

し、技術普及に尽力した（表 1 の D）。その後 1908 年には、

伊野―高知―桟橋間に紙輸送を目的とした路面電車が開通し

（表 1 の D）、製紙業は地域の裾野産業として拡大していっ

た。特に冬期には、農閑期を利用して農家が副業として紙漉

きを行い、寒冷期特有の清澄な水質と高い粘度のみならず落

葉期を迎える楮や三椏の収穫時期の一致が高品質の紙生産を
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支えた（小林, 1988：81）。このように、気候・資源・技術・

生活のリズムが有機的に結びつき、土佐では地域全体で製紙

文化が根付いたのである（表 1 の D）。 
高知県では 1955 年頃、製紙工程は手漉きから機械抄きへと

転換した（小林, 1980：1）。その転機をもたらしたのが、吾川

郡伊野町の高岡丑太郎（うしたろう）であった（表 1 の D と

E）。高岡は日本紙業株式会社（現・日本製紙パピリア株式会

社）での勤務経験をもとに、1953 年から懸垂式短網抄紙機の

開発に着手し、1955 年に完成させた（小林, 1980：1）（表 1
の D と E）。この抄紙機は、ワイヤーパートの幅と長さを抑え

た短網を用いており、それを懸垂して横揺れさせることで、

楮などの長繊維を絡ませて手漉きに近い質感を再現できるも

のであった（小林, 1980：3）。その後 1958 年には、典具帖紙

の機械抄きにも成功し、低コストかつ省スペースの設備とし

て伊野町の農家や中小製紙業者に広く普及した（小林, 1980）
（表 1 の E）。この技術革新は、手漉きから機械抄きへの歴史

的転換点となり、地域製紙業の生産性を飛躍的に向上させる

契機となった（表 1 の D）。 
こうした長い技術の系譜の中で、廣瀬晋二が創業の地とし

て選んだ旧土佐地域には、伝統的な和紙技術と機械抄造技術

の双方が深く根付いていた（表 1 の D）。廣瀬は家業として和

紙の手漉きを承継する過程で、吉井源太以来の製紙技能を体

得しており（表 1 の C）、楮・雁皮・三椏といった樹皮繊維を

用いた手漉き工程に精通していたと推察される。さらに、創

業期には高岡丑太郎の開発した懸垂式短網抄紙機の原理を応

用し、合成繊維紙の抄造を志向した（表 1 の C）。すなわち、

廣瀬晋二のアントレプレナーシップは、伝統的和紙技術と機

械抄造技術の融合という土佐地域固有の技術的遺産の上に形

成されたものであり、地域資源と歴史的蓄積が彼の事業創出

の土壌をなしたといえる。 
 

2．京都大学の合成繊維に関する技術的資源 
廣瀬晋二が合成繊維に強い関心を抱くようになったのは、

天然繊維による和紙づくりに携わる中で、その素材特性の限

界を実感したことに起因する。廣瀬は「天然繊維で抄造した

和紙は時間の経過とともに劣化するが、合成繊維であればそ

の問題を克服できる。もし手漉き技術を応用して合成繊維紙

をつくることができれば、用途と可能性は大きく広がる」と

考えたのである（廣瀬製紙, 2025）。この発想が転機となり、

廣瀬はビニロンを発明した京都大学の櫻田一郎の学派が主宰

する高分子化学研究室の研究プロジェクトに参加する決意を

固めた（第Ⅴ節第 1 項参照）。 
櫻田一郎は、国産初の合成繊維ビニロンを創出した化学者

であり、日本における高分子化学の先駆者として知られてい

る（田島, 2016）。ビニロンとは、水溶性ポリビニルアルコー

ルを延伸・加熱・ホルマール化することで耐水性を付与し、繊

維化したものである（廣瀬製紙, 2014：14；桜田, 1978）。そ

の後、櫻田の弟子である岡村誠三が 100%ビニロン紙の開発

を構想し、その具体化を担ったのが同研究室所属の稲垣寛で

あった（廣瀬製紙, 2014：14）。このとき、ビニロン繊維の抄

紙に不可欠であるポリビニルアルコール繊維を用いたバイン

ダー技術が稲垣に承継され、後の 100%ビニロン紙実現の核

心的技術となった（廣瀬製紙, 2014：13）。 
稲垣は、100%ビニロン紙開発の要は二つの技術、すなわち

高分子化学に基づくバインダー技術と、繊維の均一分散を可

能にする和紙由来の粘剤技術にあると述べている（廣瀬製紙, 
2014：13）。当初、稲垣はバインダーによって湿紙乾燥時の熱

癒着を制御する技術を確立していたが、繊維の均質な分散を

実現できず、地合い形成に課題を抱えていた（廣瀬製紙, 2014：
13）。その原因は、ビニロン繊維に付与された疎水性が湿式抄

紙工程における水中分散を妨げていた点にあった（廣瀬製紙, 
2014：17）。この技術的障壁に対して、稲垣と廣瀬は協働し、

繊維のカット長・濃度・粘剤の種類を変化させながら実験を

重ねた。その結果、土佐和紙で用いられる天然粘剤を活用し

手漉きを行うことで、地合いの整った高品質な 100%ビニロ

ン紙を抄造することに成功した（廣瀬製紙, 2014：14, 17；岡

村ほか, 2009a；岡村ほか, 2009b）。 
京都大学での研究参加に際して、廣瀬は「和紙や洋紙を超

える性能を持つ紙を自らの手でつくりたい」という明確な志

向を抱いていた（廣瀬製紙, 2025）。もっとも、彼は当初、高

分子化学や合成繊維に関する専門知識を欠いており、伝統的

な和紙製造技術以外の科学的素養を持たなかった。したがっ

て、京都大学滞在中には化学的基礎知識の吸収に努め（第Ⅴ

節第 1 項参照）、その成果として、高分子化学研究室でのビニ

ロン繊維抄紙実験に成功するに至った（岡村ほか, 2009a；岡

村ほか, 2009b）。この過程で廣瀬は、高分子化学の知見と

100%ビニロン紙の抄造技術を同時に獲得し、さらに土佐和紙

の伝統技術と京都大学の合成繊維技術を結合させるという独

自の知識統合を実現した（第Ⅴ節第 1 項参照）。それは後に廣

瀬本人および廣瀬製紙にとって、競争優位の源泉となる希少

かつ異質な技術的資源（Barney & Hesterly, 2002; Peteraf, 
1993）へと昇華したのである。 
さらに注目すべきは、京都大学高分子化学研究室そのもの

が当時の日本における合成繊維研究の中核的拠点であったと

いう点である（桜田, 1978）。この研究室には、繊維メーカー

や商社など多様な企業関係者が頻繁に出入りしており（廣瀬

製紙, 2014：16）、廣瀬はその環境を通じて産学連携的なネッ

トワークを形成することができた（表 1 の A）。こうした人的

ネットワークもまた、京都大学という場に固有の社会的資源

として位置づけられる。廣瀬は後に廣瀬製紙を創業した際、

これらのネットワークを効果的に活用し、100%ビニロン紙の

販路開拓を実現した（廣瀬製紙, 2014：20–25）。その延長線

上で、合成繊維 100%を原料とする機能紙事業を発展させ、同

社を産業用湿式不織布分野における先導的企業へと成長させ

ることに成功した（表 1 の A・B）。 
 

Ⅶ. 企業家的自我論を用いた廣瀬晋二のテクノロジー・ア

ントレプレナーシップの分析 

 

本節では、高知県および京都大学に固有の技術的資源から
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影響を受けた廣瀬晋二のテクノロジー・アントレプレナーシ

ップの事例を、図 1 に示す企業家的自我論を分析枠組みとし

て整理する 18)。その際、図 1 の構成要素である「企業家的自

己における企業家的客我」（図 1 の(1)）、「意味のあるシンボル

としての製品設計と製品アーキテクチャ」（図 1 の(2)）、「同一

社会の他者（資源を含む）との外的コミュニケーション」（図

1 の(3)、a および c）、「企業家的自己における客我と主我の内

的コミュニケーション」（図 1 の(1)および b）を分析単位 19)と

して設定する 20)。また、Navis and Glynn（2011）の定義に

基づいて廣瀬晋二のアントレプレナーとしてのアイデンティ

ティを捉え、Albert and Whetten（1985）の定義に基づいて

廣瀬製紙の組織アイデンティティを位置づける。 
 

1．企業家的客我としてのアイデンティティの形成 
廣瀬晋二は、和紙の手漉きを家業とする廣瀬家の後継者と

して生まれたが（第Ⅴ節第 1 項参照）、彼が青年期を迎えた

1940 年代後半には、洋紙の普及により土佐和紙産業はすでに

衰退の兆しを見せていた。そのため、廣瀬は家業の存続のみ

ならず、地域産業としての和紙文化の将来に危機感を抱いて

いた（表 1 の C）。このような状況下で、彼は高知市の三翠園

で開催された京都大学の稲垣寛による合成繊維を紙に抄く試

みに関する講演会に参加し、そこで新素材としての合成繊維

がもたらす可能性に強い衝撃を受けた（第Ⅴ節第 1 項参照）。 
廣瀬はこの講演を通じて、天然繊維による和紙が時間の経

過とともに劣化する一方、合成繊維であれば耐久性が高く、

紙の用途を飛躍的に拡大できるという確信を得た（第Ⅵ節第

2 項参照）。講演後、彼は稲垣のもとを直接訪ね、「ぜひ弟子に

してほしい」と懇願し（廣瀬製紙, 2014：13）、その熱意が認

められて 1954 年 10 月より京都大学高分子化学研究室のプロ

ジェクトに参加することとなった。この決断は、後に廣瀬が

企業家として自らのアイデンティティを形成していくうえで、

決定的な転機となった。 
京都大学では、廣瀬は稲垣の協力者として 100%ビニロン

紙の手漉き実験に成功し（第Ⅴ節第 1 項参照）、合成繊維の抄

紙技術を体系的に修得した。その後、1 年半にわたる研究活動

を終えた廣瀬は、1956 年に高知へ帰郷し、研究成果を実業化

することを決意する。そして 1958 年、100%ビニロン紙の製

造・販売を目的として廣瀬製紙株式会社を創設した（表 1 の

C）。このとき彼は、京都大学で得た合成繊維技術という「外

的資源」と、高知に根づく和紙手漉きの伝統という「地域的資

源」とを結合させ、新たな産業的価値を創出するという方向

性を明確にしたのである。 
こうして廣瀬の内部に形成されたのが、「企業家的客我」と

してのアイデンティティである（図 1 の(1)）。彼は、創業初期

の段階において、まだ製品化も市場開拓も確立していない時

点から、自らと企業を次のように定義づけた。 
 
「我々は何者であるか」に対するファウンダーとしての主

張：我々は、業界初の湿式抄法による合成繊維紙メーカーで

ある（中小企業事業団, 1991; 小林, 1991）（表 1 の A〜C）。 

「我々は何をするか」に対するベンチャーとしての主張：

我々は、合成繊維を抄紙してまったく新しい機能紙や特殊紙

を製造する（中小企業事業団, 1991；高知新聞, 1992）（表 1
の A〜C）。 

 
すなわち、廣瀬晋二は、100%ビニロン紙の抄紙機を完成さ

せ、事業が収益化するよりも前の段階においてすでに、企業

家としての自己を「新素材によって紙の定義そのものを拡張

する存在」として位置づけていたのである。この自己規定こ

そが、彼の企業家的行動を駆動する根源的なアイデンティテ

ィの核となったといえる。 
 

2．意味のあるシンボルとしての製品設計と製品アーキテ

クチャ 
廣瀬晋二が廣瀬製紙を創業した際、最初に取り組んだのは、

100%ビニロン紙を量産するための抄紙機の設計・開発であっ

た（表 1 の C）。創業初期、廣瀬は小松茂彦と協働し、工場建

設と抄紙機開発を並行して進めた。彼らは基盤となる円網ヤ

ンキーマシンを大昌鉄工所から導入し、電気設備は里見電気

工事店、その他の機械工事は野本鉄工所に依頼した（廣瀬製

紙, 2014：27）。さらに、小松は自転車のチェーンやトラック

のハンドルなど身近な部品まで転用して改良を加え（表 1 の

C）、1959 年には遂に自社開発による抄紙機の試運転に成功し

た（廣瀬製紙, 2014：27）。この設備は、単なる製造機械では

なく、廣瀬晋二の企業家的アイデンティティを具現化する「技

術的シンボル」であったといえる。 
100%ビニロン紙の抄造には、合成繊維を紙状に成形する化

学反応の複雑な条件制御が不可欠であった。まず、ビニロン

繊維とバインダーであるポリビニルアルコール繊維の双方が

水中で均等に分散する必要があり（廣瀬製紙, 2014：17）、さ

らに乾燥工程ではポリビニルアルコールがフィルム化し、加

熱によってビニロン繊維を結着させる過程を安定的に実現し

なければならなかった（廣瀬製紙, 2014：19）。このため廣瀬

らは、ビニロン繊維のカット長、水分量、粘剤の配合比率、ポ

リビニルアルコールの混合比など、諸条件を精密に調整し（廣

瀬製紙, 2014：17）、抄紙機の動作がこれらの化学反応と同期

するよう試行錯誤を重ねた（表 1 の C）。 
同時に、原料処理から抄紙、乾燥、検反、出荷に至るまでの

各工程を、限られた工場空間の中で最適配置しなければなら

なかった（表 1 の A と C）。このためには、原質処理工程と仕

上げ工程を連動させるだけでなく、全体として整合的な運用

システムを形成する必要があった。すなわち、100%ビニロン

紙の量産体制は、化学的反応プロセス・抄紙機を中核とする

生産工程群・工場空間の配置という三つの要素を有機的に結

合させる「インテグラル型アーキテクチャ」（藤本, 2003）の

構築を通じて成立したのである（表 1 の A と C）。廣瀬と小松

が生み出したこの統合システムは、単に技術を「組み合わせ

る」のではなく、各要素を相互依存的に最適化する「すり合わ

せ」の産物であった。 
このインテグラル型アーキテクチャの抄紙機の完成によっ
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て量産された 100%ビニロン紙は、やがてアルカリマンガン

乾電池用セパレータとして産業用途に展開された（廣瀬製紙, 
2014：50）。乾電池の電解液が水酸化カリウム水溶液であるこ

とから、セパレータには高い耐アルカリ性が求められたが、

廣瀬製紙の製品はその要求を十分に満たした（小笠原, 2009）。
この開発には、繊維メーカーの株式会社クラレ（以下、クラ

レ）、技術商社の三晶、電機メーカーの松下電器産業株式会社

（以下、松下）が参画しており（第Ⅴ節第 1 項および第Ⅵ節

第 2 項参照）、廣瀬製紙はその中核的技術供給者として位置づ

けられた。 
当時、ビニロン繊維 100%による高品質なセパレータを製

造できたのは廣瀬製紙のみであった（小笠原, 2009）。その結

果、同社は、アルカリマンガン乾電池用セパレータの分野に

おいて、日本国内市場で約 60%、海外市場で約 30%という高

いシェアを長期にわたり維持することに成功した（表 1 の A
と B）。これは、同社の製品設計情報が国内外の顧客を説得し、

納得させ続けたことを意味している。したがって、廣瀬らが

構築したインテグラル型の 100%ビニロン紙量産システムは、

クラレ、三晶、松下との共同開発において中核的役割を果た

し、そこで製造されたセパレータ向け 100%ビニロン紙は、製

品情報を顧客に対するメッセージとして発信する「意味のあ

るシンボル」として機能していたといえる。すなわち、廣瀬晋

二が開発したインテグラル型アーキテクチャを有する抄紙機

と、それによって量産された高性能な 100%ビニロン紙は、ア

ントレプレナーである廣瀬晋二（図 1 の(1)）と同一社会に所

属する他者（図 1 の(3)）にとって、二重のコミュニケーショ

ンを媒介する「意味のあるシンボル」（図 1 の(2)）となってい

たということができる。 
 

3．同一社会の他者との外的コミュニケーション 
廣瀬晋二が兵役を終えて高知県高岡町の実家に戻り、手漉

き工房を承継した当時、彼を取り巻く社会は土佐の和紙産業

であった。その場合の同一社会の他者（図 1 の(3)）とは、原

料供給業者、和紙製品の流通業者、さらに同地域で活動する

同業者であり、それは高知県に根差した土佐和紙に関する地

域資源（第Ⅵ節第 1 項参照）を基盤とする社会であった。 
その後、京都大学繊維科学教室の高分子化学研究室におけ

る合成繊維紙開発プロジェクトに参加した際には、研究室を

主宰する岡村誠三や、100%ビニロン紙の抄造を担当した稲垣

寛をはじめとする研究室のメンバーが同一社会の他者となっ

た。この時期には、研究室に出入りしていた繊維メーカーや

商社の社員もまた同一社会の他者に含まれていたといえ、そ

の社会は京都大学に固有の合成繊維に関する技術的資源（第

Ⅵ節第 2 項参照）を基盤としていた。 
廣瀬晋二は 1956 年に京都大学での研究を終えて高知県に

戻り、1958 年に廣瀬製紙を設立して工場を建設し、1959 年

には抄紙機およびその前後工程で構成される製造システムを

完成した（第Ⅶ節第 2 項参照）。この時期には、社員の小松茂

彦をはじめとする従業員、建設会社、製紙機械メーカー、工事

会社の関係者が廣瀬にとって重要な他者となった。この場合

の社会は、高知県に由来する機械抄き技術にまつわる資源（第

Ⅵ節第 1 項参照）を前提とするものであった。そうした社会

の他者との外的コミュニケーション（図 1 の a および c）は、

意味のあるシンボルとしての「製品設計および製品アーキテ

クチャ」（図 1 の(2)）、すなわちインテグラル型アーキテクチ

ャを有する抄紙システムと、それによって生産された 100%
ビニロン紙製品を介して展開された。 
廣瀬製紙は、100%ビニロン紙の機械化および量産化に日本

で初めて成功したことにより、創業直後から各繊維メーカー

にとって実験工場の役割を担うことになった（廣瀬製紙, 
2014：15）。クラレや帝人株式会社などの有力繊維メーカーが

新たに開発した繊維を持ち込み、抄紙実験を繰り返した結果

（表 1 の C）、繊維メーカーもまた廣瀬にとって同一社会の他

者となった。この社会には、繊維メーカーが有する合成繊維

関連の技術的資源も含まれていた。廣瀬製紙は創業間もない

頃から、意味のあるシンボルである抄紙機およびその成果物

である合成繊維紙を媒介として、繊維メーカーの関係者との

外的コミュニケーションを実現していたといえる。 
さらに、廣瀬製紙が量産したアルカリマンガン乾電池セパ

レータ向けの高品質な 100%ビニロン紙は、クラレ、三晶、松

下との共同開発によって実現された（第Ⅶ節第 2 項参照）。こ

の段階において廣瀬にとっての同一社会の他者は、繊維メー

カーや技術商社に加え、セパレータのユーザーである乾電池

メーカーの関係者であった。この社会は、高知県および京都

大学に固有の技術的資源を基盤としつつ、合成繊維や乾電池

に関連する広範な技術的資源を包含していた。廣瀬は、そう

した社会の他者とも、抄紙機およびそれによって生み出され

た 100%ビニロン紙を意味のあるシンボルとして媒介し、双

方向的な外的コミュニケーションを展開した。 
その後、廣瀬晋二にとって、廣瀬製紙の従業員はもちろん、

合成繊維紙の原料を供給する繊維メーカー、製品用途や販路

を開拓する商社、さらには製品を利用するユーザーや顧客が、

同社による合成繊維 100%の湿式不織布製品を市場に供給す

るうえで不可欠な同一社会の他者となった。廣瀬晋二および

廣瀬製紙は、これらの他者と円滑かつ持続的な外的コミュニ

ケーションを実現するために、その媒介となる意味のあるシ

ンボルとして、抄紙システムおよびそこから生み出される合

成繊維紙製品の開発に不断の努力を注ぎ続けた。 
 

4．客我と主我の内的コミュニケーションによる戦略ワーク 
廣瀬晋二による 100%ビニロン紙の湿式抄造の成功は、創

業初期に形成した企業家的アイデンティティの具現化であっ

た（第Ⅶ節第 2 項参照）。彼は従業員の小松茂彦と協働し、独

自の抄紙機を開発して技術的課題を克服したが、その成果は

シーズ先行型であり、当初は明確な用途や市場を欠いていた

（廣瀬製紙, 2014：19）。この段階で廣瀬は、自らの技術志向

を維持しながらも、外部のパートナーと役割を分担するとい

う戦略的思考へと転換する。すなわち、技術商社である三晶

に販路開拓と営業活動を委ねることで、自社は開発に専念す

るという方針を採ったのである（第Ⅴ節第 1 項参照）。 



 
2025 年 12 月 石谷：テクノロジー・アントレプレナーシップとしてのアイデンティティ・ワークと戦略ワークの両立 

 

- 11 - 
 

廣瀬製紙による 100％ビニロン紙は、三晶により「パピロ

ン」として商標登録され（廣瀬製紙, 2014：22）、1967 年には

株式会社白元が製造する「ノンスメル」において、活性炭包装

用資材として正式に採用された（廣瀬製紙, 2014：25）。この

成果は、創業以来 10 年にわたる模索の末に実を結んだもので

あった。さらに、1971 年には、三晶およびクラレと連携し、

ナショナルブランド 21)のアルカリマンガン乾電池向けセパレ

ータとしての商用化にも成功した（第Ⅶ節第 2 項参照）。廣瀬

製紙はこれらの過程を通じて 100％ビニロン紙の実用化に成

功し、創業から 13 年を経てようやく持続的な競争優位を築く

ための基盤を形成したのである（廣瀬製紙, 2014：3）。 
こうした展開は、廣瀬が形成した企業家的アイデンティテ

ィ―「合成繊維を抄紙して、まったく新しい機能紙や特殊紙

を製造する」（第Ⅶ節第 1 項参照）―に基づいていた。その信

念に照らして、彼は商流構造を次のように再設計した。すな

わち、それは、商流の川上に位置する繊維メーカーから合成

繊維を調達し、自社は高機能かつ高品質の合成繊維 100%に

よる機能紙・特殊紙の製造に専念しつつ、一次製品としての

湿式不織布を川中の商社に供給し、商社が川下のエンドユー

ザーである工業メーカーに二次製品を供給するという、商社

との水平的連携を中核とするビジネスシステムであった 22)。

廣瀬晋二は、自らの企業家的客我としてのアイデンティティ

を基盤とし、それに対する企業家的主我の反応、すなわちシ

ングル・ループ学習を通じて、原料である合成繊維の開発・製

造や自社製品の用途開拓・営業を同一社会の他者（図 1 の(3)）
であるパートナーに委ね、自身は合成繊維 100%による新規

機能紙の開発に注力する戦略ワークを実践したのである。 
廣瀬晋二は、このような企業家的自己における客我と主我

の内的コミュニケーション（図 1 の b）を基盤として、開発を

重視する企業としての方向性をいっそう明確化した。その具

体的成果として、1970 年代からポリエステル繊維紙の開発に

注力するに至った。当時、繊維業界ではナイロンやアクリル

を凌駕する形でポリエステルへの関心が高まり、応用分野が

急速に拡大していた（小林, 1991）。廣瀬は初期段階で失敗を

経験したものの、1970 年代後半に再挑戦し、1979 年にはポ

リエステル 100%の合成繊維紙（以下、100%ポリエステル紙）

の開発に成功した（小林, 1991）。この新素材は高強度・耐熱・

耐水・耐薬品性を兼ね備え、食品包装、食品包装、各種フィル

ター、型紙、芯材、テープ基材、含浸用基布、ワイパーなど多

用途に展開された（表 1 の A・B）。 
さらに、この 100%ポリエステル紙の開発成功は、超薄型・

超軽量のポリエステル紙の開発へと展開した。廣瀬晋二らは、

技術的関心から合成繊維紙における極限の薄さを追求しよう

とし 23)、それは 100%ビニロン紙の場合と同様にシーズ先行

型の製品開発となり、4 年の歳月を要した。その結果、1987
年に厚さ 0.03mm、坪量 8g/㎡以内の超薄型ポリエステル紙を

開発し（高知新聞, 1987；日刊紙業通信, 1987）、天然繊維お

よび合成繊維を原料とする紙としていずれも世界最薄を実現

した。1989 年には、厚さ 0.02mm、坪量 5g/㎡にまで到達す

る極薄かつ超軽量の 100%ポリエステル紙を開発したが（高

知新聞, 1989；日刊工業新聞, 1989）、この段階でようやく坪

量 8g/㎡の製品用途が食品用・産業用フィルターとして顕在化

し始めた（日本経済新聞, 1991）。 
廣瀬晋二が土佐市において極薄の合成繊維紙を追求した背

景には、高知で生み出された土佐典具帖紙 24)からの強い影響

が存在した。 
 

「高知の紙の原点は「典具帖紙」にあるのです。……私

はステンシルペーパーでその典具帖紙を仕事の原点にした

わけだが、これは土佐独特の技術で、口幅ったい言い方だ

が、長繊維を使っていわゆる和紙風の、今それを合繊に置

き換えると湿式の不織布になるが、そういう技術は、その

フォーメーションといい、その風格といい現在でも決して

他県の追随を許さないものがあると自負を持っています」

25) 
 
以上より、廣瀬晋二は、京都大学で得られた資源としての

繊維メーカーや商社との関係性と、土佐和紙に由来する資源

としての典具帖紙に関する知識の双方から影響を受けつつ、

戦略の策定および組織的実践としての戦略ワークを遂行した

といえる。それは、自己のアイデンティティを拠り所とした

シングル・ループ学習としての企業家的客我と企業家的主我

の内的コミュニケーションから誘発されたものであった。 
 

5．客我と主我の内的コミュニケーションによるアイデン

ティティ・ワークと戦略ワークの両立 
廣瀬晋二は、企業家的自己における客我（アイデンティテ

ィ）と主我の内的コミュニケーションとしてのシングル・ル

ープ学習を通じた戦略ワークから、1970 年代にビジネスシス

テムを構築し、アルカリマンガン乾電池向けセパレータの分

野で競争優位を確立すると、これを契機として自身の企業家

的アイデンティティを次のように強化した。 
 
「我々は何者であるか」に対するファウンダーとしての主

張：我々は、常に技術を磨き、社会に役立つ製品開発を心がけ

る会社である（高知新聞, 1991）（表 1 の A〜C）。社員全員が

技術者である会社である（中小企業事業団, 1991）。 
 
「我々は何をするか」に対するベンチャーとしての主張：

我々は、開発型企業として、独自の優れた技術で差別化製品

を多種生産し、その機能を売ることにより競争に勝つ 26)。 
 
これは、100%ビニロン紙の実用化と市場シェア獲得さらに

は競争優位の確立に成功した経験に対する内省から、優れた

技術的特性を有する機能紙ほど市場で高いシェアを獲得し、

他社に真似されにくいことを認識した結果であった 27)（表 1
の A と C）。そこで廣瀬晋二は、今後も優れた技術的性質を備

えた機能紙の可能性を有する合成繊維紙に関し、深い技術的

課題を追求することで独自技術の確立を目指すことにした 28)

（日本経済新聞, 1991）。この決断は、廣瀬晋二の客我と主我
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の内的コミュニケーション（図 1 の b）から生じた創発的な

内省的思考を通じて、自己のアイデンティティを問い直し修

正・強化するダブル・ループ学習としてのアイデンティティ・

ワークに該当する。 
廣瀬晋二は、このようにして修正・強化された自身のアイ

デンティティを組織で共有すべく、次の組織アイデンティテ

ィを形成した（表 1 の A〜C）。 
 
「我々はどのような存在であるか」：我々は、業界初の湿式

抄法による合成繊維紙メーカーである）。 
 
「我々はどのようなビジネスを行っているか」：我々は、開

発型企業として、独自の優れた技術で差別化製品を多種生産

し、その機能を売ることにより競争に勝つ。 
 
「我々は何になりたいか」：我々は、常に技術を磨き，社会

に役立つ製品開発を心がける会社でありたい。 
 
この組織アイデンティティは、以下の三つの特徴を備えて

いた。 
 
宣言性：最新の技術でさまざまな機能紙をつくる。 
 
識別性：独自技術で製造した合成繊維 100%の湿式不織布

で競争優位を築いている。 
 
時間的連続性：土佐和紙工房で手漉きの技術を磨いてきた

が、合成繊維 100%の不織布を開発してさまざまな分野に供

給している。 
 
廣瀬晋二と廣瀬製紙は、このように形成された組織アイデ

ンティティを拠り所とする内省的思考を通じて、1979 年の

100%ポリエステル紙の開発、1987 年および 1989 年の超薄

型・超軽量の 100%ポリエステル紙の開発に成功した（第Ⅶ節

第 4 項参照）。それにとどまらず、1985 年から 1992 年にかけ

て、アルカリマンガン乾電池における水銀使用が引き起こす

環境問題に対するメーカーの取り組みに協力して、水銀代替

物質に対応可能な特殊セパレータを開発した（高知新聞, 
1992）。この特殊セパレータの成功を基盤として、組織アイデ

ンティティに根ざしたさらなる内省を経て、環境保全に一層

貢献したいとの志向が高まり 29)、電気自動車用リチウムイオ

ン電池向けセパレータの開発にも着手するに至った（高知新

聞, 1992）。これらの取組は、多様な機能紙の開発を基盤とし

つつ新規事業の創出を促進するものであり、また、乾電池用

セパレータ市場における持続的競争優位の形成へと結びつく

戦略的行動として機能した。 
以上より、廣瀬晋二の事例は、アントレプレナーの客我と

主我の内的コミュニケーションによるシングル・ループ学習

が戦略ワークを促進し（第Ⅶ節第 4 項参照）、さらにそれがダ

ブル・ループ学習を誘発してアントレプレナー自身のアイデ

ンティティの強化と組織アイデンティティの形成を導いたこ

とにより、アイデンティティ・ワークと戦略ワークの両立が

達成されたとみなし得る。それは、アントレプレナーの企業

家的自己における循環的形成から生じた創発的内省性によっ

てもたらされたものと解釈できる。 
 

Ⅷ. 考察 

 

本節では、廣瀬晋二のテクノロジー・アントレプレナーシ

ップにおいて、アイデンティティ・ワークと戦略ワークの両

立がいかに実現されたかを改めて検討する。また、本研究で

用いた企業家的自我論による分析が、個人（ミクロ）、組織（メ

ゾ）、外部環境（マクロ）の各レベルにおける分析のみならず、

レベル横断的な視点からのマルチレベル分析となっていた点

についても考察する。 
 

1．テクノロジー・アントレプレナーシップにおけるアイデ

ンティティ・ワークと戦略ワークの両立 
廣瀬晋二のテクノロジー・アントレプレナーシップは、図 3

に示すようにアイデンティティ・ワークと戦略ワークの連関

によって構成されていたと考えられる。以下では、図 3 を参

照しつつ、廣瀬晋二および廣瀬製紙の事例における「アイデ

ンティティ・ワークと戦略ワークの両立」（Ravasi & Phillips, 
2011; Ravasi et al., 2017, 2020; Sillince & Simpson, 2010）
についてさらなる検討を行う。 
廣瀬晋二は、高知県の和紙産業および自社の行く末を案じ

て京都大学へ行き、そこで和紙技術を応用した 100%ビニロ

ン紙の手漉き実験に成功した。その成果は、高知県の技術的

資源（図 3 の(A)）と京都大学の技術的資源（図 3 の(B)）の結

合を通じた希少かつ異質な資源の獲得に結びついた。それが

100%ビニロン紙の湿式抄紙機の開発とその製造販売による

新規事業の創造というテクノロジー・アントレプレナーシッ

プを促した。この際、廣瀬晋二は「業界初の湿式抄法による合

成繊維紙メーカーになり、まったく新しい機能紙や特殊紙を

製造する」という企業家的アイデンティティを形成した（第

Ⅶ第 1 項参照）（図 3 の①）。すなわち、廣瀬晋二の事例では、

二つの異なる地域・場所に固有の資源の影響を受け、第一の

アイデンティティ・ワークとして企業家的アイデンティティ

が形成されたということができる（図 3 参照）。 
その後、廣瀬晋二は企業家的アイデンティティを拠り所と

して廣瀬製紙を設立し、100%ビニロン紙の量産に成功したが

（第Ⅶ節第 2 項参照）、当初はシーズ先行型の取り組みであっ

たため用途開拓や販路開拓に苦慮した。そこで、京都大学で

得たもう一つの資源、すなわち繊維メーカーや技術商社との

ネットワークを活用し（第Ⅵ第2項および第Ⅶ節第3項参照）、

100%ビニロン紙（商標「パピロン」）をナショナル製アルカリ

マンガン乾電池のセパレータとして実用化する機会を得た。

会社設立から 13 年を要したが、「まったく新しい機能紙や特

殊紙を製造する」というアイデンティティに駆動されつつ、

京都大学由来のパートナーシップ資源（図 3 の(B)）を活用す 
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図 3．アイデンティティ・ワークと戦略ワークの両立 

（出典：筆者作成） 

 

ることで、100%ビニロン紙の販路開拓という困難を克服した。

さらに、この一連の取組は、「繊維メーカーから高品質原料を

調達し、販路開拓を技術商社に委ね、自らは高性能な合成繊

維 100%湿式不織布の開発に徹する」というビジネスシステ

ムの構築へと帰結した（第Ⅶ節第 4 項参照）。これらの過程に

より、「合成繊維 100%を原料とする高性能な機能紙や特殊紙

をもとにニッチ市場で競争優位を築く」という他社には容易

に模倣できないニッチトップ戦略が創出され、その組織的実

践が可能となった。これが廣瀬晋二による第一の戦略ワーク

である（第Ⅶ節第 4 項参照）（図 3 の②）。したがって、本事

例では第一のアイデンティティ・ワークが第一の戦略ワーク

へと作用した（図 3 参照）と理解できる。この連関は京都大

学に固有の技術的資源に大きく依存していた（第Ⅵ節第 2 項

参照）。 
この第一の戦略ワークは、廣瀬晋二自身のアイデンティテ

ィを「常に技術を磨き、社会に役立つ製品開発を心がけ、独自

の優れた技術で差別化製品を多種生産して競争に勝つ」とい

う方向へ強化する契機となった（図 3 の③）。さらに、この企

業家的アイデンティティは組織内に共有され、組織アイデン

ティティへと発展していった（第Ⅶ節第 5 項参照）。この第二

のアイデンティティ・ワークにおいては、京都大学の技術的

資源を基盤とする第一の戦略ワークの影響が強く作用してい

たと解釈できる（図 3 参照）。すなわち、京都大学高分子化学

研究室と連携関係にあった技術商社との水平的連携を前提と

するビジネスシステムが、廣瀬製紙に対して、合成繊維 100％
の機能紙・特殊紙に関する製造技術への集中的な取り組みを

可能としていた点にある。こうした帰結として形成された組

織アイデンティティは、当初の企業家的アイデンティティの

発展形態に位置づけられるものであり、その意味で、高知県

における技術的資源と京都大学における技術的資源の双方か

ら影響を受けていると考えられる。 
廣瀬晋二による第二のアイデンティティ・ワークは、新た

な合成繊維紙としての 100％ポリエステル紙の開発、さらに

は超薄型・超軽量ポリエステル紙の開発追求という第二の戦

略ワークへと連動していた（図 3 の④）。加えて、アルカリマ

ンガン乾電池の無水銀化に適合する特殊セパレータの開発や、

電気自動車用リチウムイオン電池向けセパレータの開発にも

波及している（図 3 の④）。この一連の過程は、廣瀬晋二が形

成した組織アイデンティティ─「独自の優れた技術によって

多様な差別化製品を生み出し、競争に勝つ」─が、廣瀬製紙に

おける湿式不織布の製造技術向上に向けた組織的取り組みに

一体性をもたらしたことを示している。さらに、こうした技

術開発の推進には、京都大学に蓄積された合成繊維に関する

技術的資源だけでなく、高知に起源をもつ土佐典具帖紙に代

表される技術的資源（図 3 の(A)）からの影響も認められる（第

Ⅶ節第 4 項参照）。 
以上より、廣瀬晋二のテクノロジー・アントレプレナーシ

ップにおいては、第一のアイデンティティ・ワーク→第一の

戦略ワーク→第二のアイデンティティ・ワーク→第二の戦略

ワークという連関が確認できる（図 3 の①〜④）。この連関に

おいて、いずれのアイデンティティ・ワークおよび戦略ワー

クも地域・場所固有の資源（図 3 の(A)と(B)）から影響を受け

ていた。したがって、本事例は、アイデンティティ・ワークと

戦略ワークが地域・場所固有の資源を媒介として相互に連関

し、それによって両立が達成されていたことを示している。

廣瀬製紙はこれを今日まで継続し、アルカリマンガン乾電池

セパレータ分野における持続的競争優位の確立のみならず機

能紙および特殊紙事業の拡大に成功したと考えることができ

よう。 
近年では、同様のメカニズムに基づき、液体処理向け濾過

フィルターの分野においても世界シェア約 70%を獲得し、競

争優位を確立している（第Ⅴ節第 2 項参照）。これは、廣瀬製

紙が創業者由来の組織アイデンティティを維持するという過

去志向のアイデンティティ・ワークと、合成繊維 100%の機能

紙を開発し新規ニッチ市場で競争優位を確立するという未来

志向の戦略ワークを両立させた結果でもある（Ravasi et al., 
2017, 2020）。 

この両立がミスマッチ（Sillince & Simpson, 2010）に陥ら

なかったのは、廣瀬晋二の企業家的アイデンティティ自体が

「まったく新しい機能紙や特殊紙を製造する」「独自の優れた

技術で差別化製品を多種生産して競争に勝つ」とする未来志

向的側面を有しており、それが技術商社のみならず二次製品

メーカーとの水平連携から用途開拓に成功して「新たなニッ

チ市場で競争優位を確立する」とした未来志向のニッチトッ

プ戦略と親和的であったためである。すなわち、創業者のア

イデンティティを尊重する過去志向のアイデンティティ・ワ

ークを行えば行うほど、シーズ先行型の技術開発に邁進し、

それが未来志向のニッチトップ戦略を推進するための強力な

武器となったのである。したがって、廣瀬製紙の事例では、ア

イデンティティ・ワークと戦略ワークがミスマッチを回避す

るのみならず、効果的に両立することが可能となったと結論

づけられる。 
  

①企業家的アイデンティティの形成

②合成繊維100%の高性能な機能

紙・特殊紙をもとにニッチ市場で競
争優位を築く戦略を策定・実践

④ポリエステル繊維紙への注力、
乾電池セパレータの改良、二次電

池向けセパレータの開発

③企業家的アイデンティティの強化
→組織アイデンティティの形成

(A) 高知県の
地域資源

(B) 京都大学
に固有の
資源

第一のアイデンティティ・ワーク

第一の戦略ワーク

第二のアイデンティ
ティ・ワーク

第二の戦略ワーク

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
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2．テクノロジー・アントレプレナーシップのマルチレベル

分析 
第Ⅶ節では、企業家的自我論（図 1 参照）を理論的枠組み

として用い、廣瀬晋二のテクノロジー・アントレプレナーシ

ップの事例を、①「企業家的客我としてのアイデンティティ

の形成」（図 1 の(1)）、②「意味のあるシンボルとしての製品

設計と製品アーキテクチャ」（図 1 の(2)）、③「同一社会の他

者との外的コミュニケーション」（図 1 の(3)と a および c）、
④「企業家的自己における客我と主我の内的コミュニケーシ

ョン」（図 1 の(1)および b）の 4 つの観点から整理した。その

うち④の客我と主我の内的コミュニケーションに基づく分析

においては、その帰結としてのアイデンティティ・ワークと

戦略ワークの両立について詳細に検討した。以下では、①〜

④の各分析を、個人（ミクロ）、組織（メゾ）、外部環境（マク

ロ）のマルチレベル分析（Kilintzis et al., 2023）の観点から

再定位する。 
まず①「企業家的客我としてのアイデンティティの形成」

に関する分析（第Ⅶ節第 1 項参照）は、廣瀬晋二個人の内部

（図 1 の(1)）における自己の形成過程を対象としており、「個

人（ミクロ）」レベルの分析であるといえる。同時に、企業家

的アイデンティティの形成が、和紙産業の衰退や合成繊維技

術の発展といった社会的・技術的背景、および高知県の和紙

技術と京都大学の合成繊維技術という地域・場所固有の資源

の影響を受けてなされたことを念頭においていることから、

「外部環境（マクロ）」をも考慮したレベル横断的なマルチレ

ベル分析であるとみなすことができる。 
次に②「意味のあるシンボルとしての製品設計と製品アー

キテクチャ」に関する分析（第Ⅶ節第 2 項参照）では、廣瀬

晋二が従業員と協働して試行錯誤をしながらすり合わせ開発

を進め、その成果としての抄紙機およびそれによって量産さ

れた合成繊維紙製品が社会とのコミュニケーションを媒介す

る役割を果たした点を明らかにした。この抄紙機は従前に存

在しなかったものであり、その開発に際しては従業員の協力

に加え、ベースマシンの導入、電気工事、製紙関連工事などで

社外業者の関与を必要とした。したがって、当該分析は組織

内外の協働を通じた成果を扱っていることから、「組織（メゾ）」

レベルの分析に位置づけられる。 
さらに③「同一社会の他者との外的コミュニケーション」

に関する分析（第Ⅶ節第 3 項参照）では、廣瀬晋二を取り巻

く社会として、高知県の和紙産業、京都大学の合成繊維研究、

自社（廣瀬製紙）、抄紙機開発の協力業者、100%ビニロン紙の

製造販売におけるパートナー企業、さらには市場および顧客

やユーザーが挙げられた。廣瀬製紙自体を除けば、それらは

いずれも外部の社会や他者を指すものである。したがって、

この分析は「外部環境（マクロ）」レベルの分析として整理で

きる。 
また④「企業家的自己における客我と主我の内的コミュニ

ケーション」に関する分析（第Ⅶ節第 4〜5 項参照）は、廣瀬

晋二個人の内部におけるアイデンティティに反応するシング

ル・ループ学習およびダブル・ループ学習による内省を扱っ

ていることから、①と同様に「個人（ミクロ）」レベルの分析

とみなすことができる。ただし、この内的コミュニケーショ

ンは外的コミュニケーション（図 1 の a および c）により誘

発されたものであり、外部企業とのパートナーシップを前提

とした市場における競争的地位の確立という戦略ワークへと

発展した。このため、当該分析は「外部環境（マクロ）」を考

慮したレベル横断的なマルチレベル分析であるといえる。さ

らに、この内的コミュニケーションは戦略ワークから組織ア

イデンティティ形成としてのアイデンティティ・ワークを誘

発しているため、「組織（メゾ）」レベルの分析をも含むレベル

横断的なマルチレベル分析として評価できる。加えて、土佐

典具帖紙に象徴される地域資源の影響を受けている点から

も、「外部環境（マクロ）」レベルを統合した分析であったとい

える。 
以上より、廣瀬晋二のテクノロジー・アントレプレナーシ

ップに関する①〜④の各分析は、個人（ミクロ）、組織（メゾ）、

外部環境（マクロ）のいずれのレベルをも包含し、とりわけ①

および④においては複数レベルを同時に考慮したレベル横断

的なマルチレベル分析が実現していたと結論づけられる。し

たがって、企業家的自我論を適用したテクノロジー・アント

レプレナーシップの事例分析は、アントレプレナーによるア

イデンティティ・ワークと戦略ワークの両立を、マルチレベ

ルの視点から検討可能にするものであるといえる。 
Blumer（1969）によれば、Mead の社会的自我論の理論的

図式において「対象」という概念が基本的支柱を成している

（Blumer, 1969=1991：87）。この「対象」とは、人々が指示

または言及するあらゆる事物を意味し（Blumer, 1969=1991：
9）、その性質は個人にとっての意味によって構成される

（Blumer, 1969=1991：89）。Mead の分析枠組みにおいて、

人々は意味を帯びた対象からなる世界に生き、その対象の意

味に即して自分の行為を組織化する（Blumer, 1969=1991：
88-89）。本論文では、Mead のいう対象を、個人（ミクロ）、

組織（メゾ）、環境や資源（マクロ）を含むものとみなし、そ

の意味を踏まえて組織化された行為としてアントレプレナー

シップを捉えた。したがって、Mead の社会的自我論に依拠

し、それを発展させた企業家的自我論に基づく廣瀬晋二のテ

クノロジー・アントレプレナーシップの分析は、必然的にマ

ルチレベル分析となり得ると結論づけられる。 

 

Ⅸ. 結論と含意 

 

本論文では、廣瀬製紙の創業者である廣瀬晋二による湿式

不織布の製造販売に関するテクノロジー・アントレプレナー

シップの事例研究を通じて、アイデンティティ・ワークと戦

略ワークの両立のプロセスおよびメカニズムを詳細に検討し

た。その際、企業家的自我論を分析枠組みとして適用し、アン

トレプレナー個人（ミクロ）、アントレプレナーが創設した組

織（メゾ）、およびアントレプレナーを取り巻く外部環境（マ

クロ）の 3 つのレベルを横断するマルチレベル分析を実施し

た。本研究の結論ならびに理論的・実務的含意は以下の通り
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である。 
結論：アントレプレナーは、地域や場所に固有の資源から

影響を受けつつ企業家的アイデンティティを形成し、その資

源的基盤に裏付けられた「強い」アイデンティティを拠り所

としてアントレプレナーシップを発揮することが可能となる。

アントレプレナーが自己を対象化して企業家的客我にアイデ

ンティティを位置づけ、その客我に対する企業家的主我の反

応としてシングル・ループ学習およびダブル・ループ学習を

実施する場合、創発的内省性が発現する。さらに、希少／異質

な資源を獲得・活用してユニークな製品を創造し、その製品

設計情報やアーキテクチャを媒介として外部社会とコミュニ

ケーションを行うことによって、テクノロジー・アントレプ

レナーシップを広範に発揮することができる。その過程で、

企業家的アイデンティティの形成を基盤として戦略を策定・

実践し、自己のアイデンティティを強化しつつ組織アイデン

ティティへと発展させることで、アイデンティティ・ワーク

と戦略ワークの両立を達成すれば、企業価値の創造・獲得ひ

いては持続的競争優位の確立に到達できる。 
本研究では、以上の結論をリサーチクエスチョンへの応答

としての仮説とみなす。 
理論的含意：企業家的自我論を用いたテクノロジー・アン

トレプレナーシップの分析は、社会がアントレプレナーに先

行して存在するという前提に基づき、アントレプレナー個人

の自己を「客我」と「主我」という二つの側面で捉える点に特

徴を持つ。その結果、アントレプレナーと社会との外的コミ

ュニケーションのみならず、アントレプレナー内部の客我と

主我の内的コミュニケーションをも表現可能となる。これに

より、①アントレプレナー個人の分析、②アントレプレナー

と組織の関係性の分析、③アントレプレナーと外部環境とし

ての社会の関係性の分析、というマルチレベル分析が可能と

なる。それは、アントレプレナーが主導して組織的に創造し

た製品の設計情報およびアーキテクチャを媒介として、アン

トレプレナーと外部環境との相互作用的かつ循環的に展開す

るプロセスとして捉えられるため、ミクロ、メゾ、マクロを横

断する分析を実現し得る。 
実務的含意：テクノロジー・アントレプレナーは、個人とし

てのアイデンティティを形成し、それを源泉として戦略を策

定・実践し、その成果を踏まえて自己のアイデンティティを

強化しつつ組織アイデンティティへと発展させることで、ア

イデンティティ・ワークと戦略ワークの両立を図ることが望

ましい。その際、地域や場所に固有の技術的資源を基盤とし

てアイデンティティを形成するだけでなく、それを活用して

希少／異質な資源を獲得し、それによりユニークな製品を創

出することが求められる。こうした技術的観点から、自分た

ちが「何者であるか」を明確化し、競争優位の確立のために

「何をするか」を追求することで、企業の価値を創造・獲得で

きる。その結果、専門家や資産を組み合わせて技術を生産・導

入するプロジェクトを通じて、持続的競争優位を支えるテク

ノロジー・アントレプレナーシップを発揮することが可能と

なる。 

以上を踏まえると、本研究の新規性は、G. H. Mead の社会

的自我論に基づく企業家的自我論をテクノロジー・アントレ

プレナーシップのマルチレベル分析の理論枠組みとして導入

した点にある。これまでの先行研究の多くは、分析の焦点を

ミクロレベルまたはメゾレベルに限定しており、仮にマクロ

レベルを対象とした研究であっても、異なるレベル間におけ

る相互作用の解明には十分に踏み込んでいなかった

（Kilintzis et al., 2023）。さらに、本研究は、極端かつユニー

クな事例として位置づけられる廣瀬晋二および廣瀬製紙を分

析対象とし、企業家的自我論の視座から企業家によるアイデ

ンティティワークと戦略ワークの両立プロセスを経験的に解

明した点に独自性を有する。従来の研究においては、両ワー

クの相互関係や統合的な展開過程に対する理論的・実証的検

討が十分に行われてこなかった（Ravasi et al., 2020）。そう

した本研究は、アントレプレナーシップ研究に対しては「テ

クノロジー・アントレプレナーシップのマルチレベル分析の

詳細な展開」を提示し、アイデンティティ研究に対しては「ア

イデンティティ・ワークと戦略ワークの両立の具体的プロセ

スとメカニズム」を提示するという貢献を果たしたと評価で

きる。 
もっとも、本研究は極端およびユニークな事例であるもの

の単一の事例を対象とした事例研究にとどまっていることか

ら、結論の普遍性には限界がある。特に、本研究の対象とした

高知県には、廣瀬晋二と廣瀬製紙の事例にみられるように、

ユニークなテクノロジー・アントレプレナーシップを基盤と

してニッチトップを達成した企業が存在する。今後は、他の

事例を対象とした比較研究を実施することで、本研究で得ら

れた知見の頑健性を高めることが求められる。 
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【註】 

1） テクノロジー・アントレプレナーシップの他に、テクノロ

ジカル・アントレプレナーシップ、テクノロジー・ドリブン・

アントレプレナーシップ、テクノアントレプレナーシップ、

テクノプレナーシップとも呼ばれている。 
2） 本論文では、アントレプレナーシップを「現在コントロー

ルしている経営資源にとらわれることなく、新しいビジネス

機会を追求する程度」の意味で用い、アントレプレナーを「イ

ノベーションを企図し、実行していく人物」の意味で用いた

（清水, 2022：3）。 
3） 本論文では、アイデンティティ・ワークや戦略ワークにお

ける「ワーク」を「形成、修復、維持、強化または修正のため
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の諸活動」の意味で用いた（Caza et al., 2018）。 
4） 湿式不織布とは、水と繊維を混ぜ合わせてネット上に漉

き上げ、圧縮や熱などで脱水する方法で作られた不織布のこ

とをいう。 
5） 機能紙とは、目的や用途によってさまざまな使われ方を

する特殊な性能を持つ紙のことである。 
6） 本論文では、事例研究を「学術的な観点、特に理論への貢

献の観点から有意義な側面（分析単位）を取り上げて研究す

るもの」（野村, 2017：44）とみなして、そうでないケースス

タディや事例報告と区別した。 
7） 現在では、高知県のみならず四国地域で機能紙産業が発

達している（日本政策投資銀行, 2018）。 
8） 企業を取り巻く「外部環境」として、Politics：政治、

Economics：経済、Society：社会、Technology：技術の視座

（PEST）が一般的であるが、本研究ではそれらのうち社会と

技術に焦点を置いた。その場合に、社会とは広い意味で「人々

の集まり」のことであるとし、技術に「地域や場所に固有の

（技術的）資源」が含まれると考えた。そうした外部環境をマ

ルチレベルにおけるシステムに位置づけた。 
9） 本研究では、事例を「何かの例としてのある事象の一側面

と定義し、研究者の学問的関心事に基づいて選ばれるもの」

（George & Bennett, 2005=2013：26-27；野村, 2017：44）
とみなした。 
10） Yin（1994）は「極端なあるいはユニークなケース」が単

一ケース設計の有効な論拠になりうるとした（ Yin, 
1994=1996：54）。 
11） ビニロンとは、ポリビニルアルコール（PVA）を主体と

する世界で 2 番目、日本では最初の合成繊維のことであり、

1939 年に京都大学の櫻田一郎によって発明された。 
12） 電池のセパレータとは、正極と負極が直接接触するのを

防ぎつつ、両極間でイオンが行き来できるようにするための

構成要素のことである。 
13） 本研究では、企業家的自我論における「社会」を、アン

トレプレナーが関係する地域や場所、市場、アントレプレナ

ーが創設した組織、アントレプレナーと関係する外部組織な

どに所属する（もしくは含まれる）人々の集まりとみなした。 
14） この場合の対象とは、人々が指示または言及するあらゆ

る物事（物理的なもの、空想上のもの、自然物、人物、人工物、

実体的なもの、抽象的なものなど）を指している（Blumer, 
1969=1991：88）。 
15） シングル・ループ学習とは過去の成功体験に基づいて問

題解決を図ろうとする学習プロセスのことであり、ダブル・

ループ学習とは既存の枠組みや前提を取り払うことで、新し

い行動や考え方を取り入れようとする学習プロセスのことで

ある（Argyris, 1976）。Mead のいう主我（I）はさまざまに解

釈できることから（片桐, 2011：68）、事例分析では主我（I）
を単体として捉えるのではなく、客我（me）と主我（I）のダ

イナミクスであるシングル・ループ／ダブル・ループ学習と

して捉えた。 

16） 製品アーキテクチャとは、製品機能と製品構造のつなぎ

方、および部品と部品のつなぎ方に関する基本的な設計思想

のことをいう（藤本, 2003）。その代表的なものに、特別に設

計された部品を調整して機能を実現するタイプのインテグラ

ル型アーキテクチャと、汎用的な部品を利用しつつそれが機

能と 1 対 1 に対応するタイプのモジュラー型アーキテクチャ

がある。 
17） ナノファイバーとは、直径が 100nm 以下の繊維状物質

をいう。廣瀬製紙は、2007 年に、従来の湿式不織布にナノフ

ァイバーを吹き付けたナノファイバー不織布の量産に成功し

た。 
18） 第Ⅶ節における企業家的自我論を用いた事例分析では、

第Ⅴ〜Ⅵ節の内容をベースとしながら、さらに詳細な事実を

追加しつつ事例を整理した。 
19） 分析単位とは、事例において研究者が注目して分析を行

う単位のことであり（Yin, 1994=1996：31-34）、特に理論へ

の貢献という点で有意義な側面のことをいう（野村, 2017：
44）。 
20） 事例研究におけるマルチレベル分析では、分析単位が、

個人、組織、社会のみならず、個人と組織の関係性、個人と社

会の関係性、組織と社会の関係性まで含めると 6 通りにおよ

ぶ。企業家的自我論を用いた事例分析では、それらの分析単

位を図 1 の分析図式に集約することが可能となる。 
21） 松下電器産業株式会社の日本国内の家電製品のブランド

のこと。 
22） 廣瀬晋二の手記。 
23） 廣瀬製紙の社内資料。 
24） 土佐典具帖紙とは、良質な楮を原料とする高知県産の極

薄かつ透明で丈夫な和紙のことである。 
25） 廣瀬製紙の社内資料。 
26） 廣瀬製紙の社内資料。 
27） 廣瀬晋二の手記と廣瀬製紙の社内資料。 
28） 廣瀬晋二の手記と廣瀬製紙の社内資料。 
29） 廣瀬製紙の社内資料。 
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